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別紙① 
令和４年度 労災診療費算定基準の一部改定について 

［主な改定項目］ 

（下線が改定箇所） 
 

改定後（令 4.4.1～） 改定前 

１ 初診料 
（新設） 
※令和 4年 10月 1日以降の診療

に適用 

ウ 紹介状なしで受診した場合

の定額負担料（健康保険におけ

る選定療養費）を傷病労働者か

ら徴収した場合は、1,820 円と

する。 

 

（新設） 

２ 四肢（鎖骨、肩甲骨及び股

関節を含む｡）の傷病に係る処

置等の加算 

（対象拡大） 

ア 創傷処置、下肢創傷処置、 

爪甲除去（麻酔を要しないも

の）、穿刺排膿後薬液注入、熱

傷処置、重度褥瘡処置、ドレー

ン法及び皮膚科軟膏処置 

ア 創傷処置、爪甲除去（麻酔

を要しないもの）、穿刺排膿後

薬液注入、熱傷処置、重度褥瘡

処置、ドレーン法及び皮膚科軟

膏処置 

 

 

３ 入院室料加算 

（金額引き上げ） 

１日につき 

個   室 

甲地 11,000 円、乙地 9,900 円 

２人部屋  

甲地 5,500 円、乙地 4,950 円 

３人部屋 

甲地 5,500 円、乙地 4,950 円 

４人部屋 

甲地 4,400 円、乙地 3,960 円 

１日につき 

個 室 

甲地 10,000 円、乙地 9,000 円 

２人部屋 

甲地 5,000 円、乙地 4,500 円 

３人部屋 

甲地 5,000 円、乙地 4,500 円 

４人部屋 

甲地 4,000 円、乙地 3,600 円 

 

４ 救急医療管理加算 

（金額引き上げ） 

初診の傷病労働者について救急

医療を行った場合に次の金額を

算定できる。 

入院  6,900 円 

 

初診の傷病労働者について救

急医療を行った場合に次の金

額を算定できる。 

入院  6,300 円 

５ 術中透視装置使用加算 

（対象拡大） 

ア「大腿骨」、「下腿骨」、 

「上腕骨」、「前腕骨」、「手根

骨」、「中手骨」、「手の種子骨」、

「指骨」、「足根骨」、「膝蓋骨」

及び「足趾骨」の骨折観血的手

術、骨折経皮的鋼線刺入固定

術、骨折非観血的整復術、関節

脱臼非観血的整復術又は関節

内骨折観血的手術において、術

中透視装置を使用した場合に

算定できるものとする。 

イ「脊椎」の経皮的椎体形成術 

又は脊椎固定術、椎弓切除術、

椎弓形成術において、術中透視

ア 「大腿骨」、「下腿骨」、 

「上腕骨」、「前腕骨」、「手根

骨」、「中手骨」、「手の種子骨」、

「指骨（基節骨、中節骨、末

節骨）」、「足根骨」及び「膝蓋

骨」、の骨折観血的手術又は骨

折経皮的鋼線刺入固定術にお

いて、術中透視装置を使用し

た場合に算定できるもとす

る。 
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装置を使用した場合にも算定

できるものとする。 

 

 

６ 職場復帰支援・療養指導料 
（点数配分の変更等） 

 

①精神疾患を主たる傷病とする

場合 

初回 900 点 

2 回目 560 点 

3 回目 450 点 

4 回目 330 点 

 

②その他の疾患の場合 

初回 680 点 

2 回目 420 点 

3 回目 330 点 

4 回目 250 点 

 

ア 傷病労働者(入院治療後通院 

療養を継続しながら就労が可能

と医師が認める者又は入院治療

を伴わず通院療養を 2か月以上

継続している者で就労が可能と

医師が認める者。下記イからエ

について同じ。)に対し、当該労

働者の主治医又はその指示を受

けた看護職員、理学療法士、作

業療法士、公認心理師若しくは

ソーシャルワーカーが、就労に

当たっての療養上必要な指導事

項及び就労上必要な指導事項を

記載した「指導管理箋(別紙様式

1~4)」を当該労働者に交付し、

職場復帰のために必要な説明及

び指導を行った場合に月 1回に

限り算定できるものとする。 

精神疾患を主たる傷病とする

場合  

月１回 560 点 

 

 

 

 

その他の疾患の場合 

月１回 420 点 

 

 

 

 

ア 傷病労働者(入院治療後通 

院療養を継続しながら就労が

可能と医師が認める者又は入

院治療を伴わず通院療養を 2

か月以上継続している者で就

労が可能と医師が認める者。

下記イからエについて同じ。)

に対し、当該労働者の主治医

又はその指示を受けた看護職

員、理学療法士、作業療法士、

若しくはソーシャルワーカー

が、就労に当たっての療養上

必要な指導事項及び就労上必

要な指導事項を記載した「指

導管理箋(別紙様式 1~4)」を

当該労働者に交付し、職場復

帰のために必要な説明及び指

導を行った場合に算定できる

ものとする。 

 

（新設） ③ 新興感染症(新型コロナウイ

ルス感染症)罹患後症状の場合 

初回 600 点 

2 回目 500 点 

ア 傷病労働者(入院治療後罹患 

後症状の治療のための通院療

養を継続しながら就労が可能

と医師が認める者又は就労が

可能と医師が認める者で、入院

（新設） 
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治療を伴わず罹患後症状のた

め初回受診後 1か月以上の通

院療養が見込まれる者。下記イ

及びウについて同じ。)に対し、

当該労働者の主治医又はその

指示を受けた看護職員、理学療

法士、作業療法士、公認心理師

若しくはソーシャルワーカー

が、就労に当たっての療養上必

要な指導事項及び就労上必要

な指導事項を記載した「指導管

理箋(別紙様式 5、6)」を当該

労働者に交付し、職場復帰のた

めに必要な説明及び指導を行

った場合に月 1回に限り算定

できるものとする。 

イ 上記①及び②のイ、ウ及び 

オについては、上記③において

も算定できる。 

ウ 上記③のア及びイの算定は、 

同一傷病労働者につき、2回を

限度とする。 

７ 労災電子化加算 

（継続） 

 

※令和６年３月診療分までの延

長 

５点 

電子情報処理組織の使用に

よる労災診療費請求又は光デ

ィスク等を用いた労災診療費

請求を行った場合、当該診療費

請求内訳書１件につき５点を

算定できるものとする。 

８  コンピューター断層診断の

特例 
（対象拡大） 
※同一月内に健保点数表「Ｅ203 

コンピューター断層診断 450
点」を初診時に算定した場合

においても当該特例が算定可

能となります。 

他の医療機関でコンピュータ

ー断層撮影を実施した画像に

ついて、再診時に診断した場合

に、月１回算定できるものとす

る。 
 

他の医療機関でコンピュータ

ー断層撮影を実施した画像に

ついて、再診時に診断した場

合に、月１回算定できるもの

とする。 

なお、健保点数表「Ｅ203 コ

ンピューター断層診断 450

点」を初診時に算定した場合

には算定できない。 

（日本医師会医療保険課作成） 
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